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１ UIJターン支援事業とは？

移住元の要件対象例

町田市に在住し、千代田区の大学に４年間通学し、
八王子市の企業に１年間通勤した後、転職し、港区
の企業に２年間通勤した場合

町田市
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町田市
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町田市
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□ 次のA及びBのいずれにも当てはまること
A　住民票を移す直前の10年間のうち、通算５年以上東京23区に在住又は東京圏に在住し、東京
     23区に通勤していたこと。
※  東京23区内の企業等へ就職した方については、東京23区内の大学等への通学期間も本事業の
     移住元としての対象期間とすることができます。
B　住民票を移す直前に、連続して１年以上、東京23区に在住又は東京圏に在住し、東京23区へ
     通勤していたこと。

２ 移住支援金の額は？

３ 補助対象者になるのは？

いわき市では、東京圏(東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県のうち、条件不利地域(※)を除くエリア)から
いわき市に移住した方で交付要件を満たした場合、支援金を交付します。

・単身の場合60万円　・二人以上の世帯の場合100万円
・18歳未満のお子さまを帯同して移住した場合、お子様ひとりあたり100万円を加算
　　

次の①移住元の要件　②移住先の要件　③就業の要件をすべて満たす場合、移住支援金の交付対象となる可
能性があります。

①移住元の要件

18歳未満のお子さまひとりあたり：18歳未満のお子さまひとりあたり：

荒川区に４年間在住し、就職のため川崎市に転居
し、川崎市の企業に２年間通勤した後、転職し、
大田区の企業に３年間通勤した場合

荒川区
在住
川崎市
在住

川崎市
在住

通学

通勤

通勤

通勤

通勤

千代田区

八王子市

港　区

川崎市

大田区

４年間

１年間

２年間

４年間

２年間

３年間

※条件不利地域　東京都：檜原村、奥多摩町、大島町等　　神奈川県：三浦市、山北町、箱根町等
　　　　　　　　埼玉県：秩父市、飯能市、本庄市等　　　千葉県：銚子市、館山市、旭市等

単身世帯：単身世帯：60万円60万円 ２名以上の世帯：２名以上の世帯：100万円100万円
100万円100万円 を加算を加算

いわき市UIJターン支援事業いわき市UIJターン支援事業
移住前移住前の10年間のうち、の10年間のうち、通算で通算で ５年間５年間 (うち直近連続１年)以上、(うち直近連続１年)以上、東京23区東京23区在住又は東京圏在住で在住又は東京圏在住で

東京23区通勤東京23区通勤の方が、の方が、いわき市へ移住いわき市へ移住 (一定の条件あり)した方へ、(一定の条件あり)した方へ、移住支援金移住支援金を交付します。を交付します。



□　次のA～Eのいずれかに当てはまること

Ａ　福島県の就職マッチングサイト『感働！ふくしま』プロジェクトに移住支援金の対象と
　　して掲載された求人情報に応募し新規で採用されること。

Ｂ　福島県が実施するプロフェッショナル人材事業等を利用して採用されること。

Ｃ　自己の意思により移住した場合で、いわき市を生活の本拠とし、いわき市においても、
　　引き続き、移住元の業務を週20時間以上テレワークにより実施すること。　

Ｄ　移住前から本市と関係人口　 であった方で、県内企業等に就業または、県内で起業、
　　農林水産業に就業していること。
　　  ※1 関係人口：いわきファンクラブの登録者、IWAKIふるさと誘致センターの登録者、親族がいわき市に
　　　　　　　　　  居住している方、いわき市に通学、通勤又は居住していたことがある方等)

Ｅ　福島県が実施する起業支援事業(地域課題解決型起業支援事業補助金)に係る起業支援金
　　の交付決定を受けていること。

  問い合わせ先　いわき市役所創生推進課
☎：0246-22-7551　✉：souseisuishin@city.iwaki.lg.jp

Ａ　対象外です。通勤先が東京23区であることが必要です。

Ａ　在住期間については、住民票の除票等、通学期間については、大学等の在学証明書や　　
　　成績証明書等、通勤期間については、就業証明書や退職証明書、離職票等で確認して
　　おります。

□　次のA及びBのいずれにも当てはまること

Ａ　いわき市に住民票を異動してから１年以内であること。

Ｂ　いわき市に５年以上継続して居住する意思があること。

Ａ　原則として、いわき市での居住期間が３年に満たない場合は　　　
　　に市外へ転出した場合は

Ａ　下記の(ア)、(イ)、(ウ)の要件を全て満たす必要があります。
　　(ア) 週20時間以上の無期雇用契約であること。
　　(イ) 就業してから5年以上継続して勤務する意思を有していること。
　　(ウ) 転勤、出向、出張、研修等による勤務地の変更ではなく、新規の雇用であること。
　

②移住先の要件

③就業の要件

Ｑ　﻿５年以内に市外へ転出した場合はどうなりますか？

Ｑ　﻿本社が東京23区、勤務地が横浜市の場合は対象になるの？

Ｑ　﻿在住期間や通学・通勤期間はどうやって確認するの？

Ｑ　関係人口であり、県内企業に就職する場合、就業要件はありますか？

※1

全額、３年以上５年以内
半額返還となります。


